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株式会社エスイーシー

■反響の高さを受けて特許出願を検討

S331が完成する前の2014年10月、同社は海洋の科

学技術に関するコンベンション「テクノオーシャン

2014」に出展し、試作品（当時はまだ透明ではなく黄

色がかったもの）を披露した。ここで、当該試作品は来

場者から非常に高い反響を得たが、同時に「特許はどう

なっているのか」「知財の対策が出来ているのか」とい

う質問を多く受けたという。

また、同展に出展して以降、海外企業から直接引き合

いが来たということもあり、「何らかの知財対策をして

いかなければいけないのではないか（同社小野監査

役）」と感じるようになった。

元々、海洋分野ではそれまでに4件の国内特許出願の

実績があった同社。ただし今回開発したS331に関して

は、同社として全く経験のない化学製品であり、そもそ

■海外展開を見据えたアドバイスを実施

同社を担当したプロデューサーは、本格的な支援をス

タートするにあたり、まずは同社の永井社長に会い「こ

のプロジェクトを何とかものにしてやりたい、会社とし

て全力で取り組んでいく」との意向を確認している。

「経営層の理解が得られているかどうかは知財活動を円

滑に行う上で非常に重要」と担当プロデューサーは語る。

この時点で同社としては、今回初めて手掛ける化学

取 材 企 業 の 声

代表取締役社長
永井英夫氏

今回のS331に関しては、最初は社内でも特許が取得できるものなのか、特許を取

得する意味があるのだろうかといった消極的な雰囲気があった。だが担当プロデュー

サーや北海道経産局特許室からのアドバイスを聞いているうちに、特許取得の必要性

や目的が明確になり「やってみよう」という気持ちになった。今回特許出願に繋げら

れたのは担当プロデューサーや北海道経産局特許室をはじめとした周囲の支援があっ

たからこそだと思う。（同社 小野監査役）

情報サービスを主業とする同社は、2006年に社内に「水産海洋プロジェクト」を立ち上げ、以降水産・海洋産業を

支援するシステムの開発に取り組んできており、同プロジェクトで開発したのが電子回路保護用樹脂「S331」である。

従来、海底資源探査や海洋環境調査では高水圧下で電子機器類を保護するために、筐体全体の大型化・頑強化が必須

だったが、S331はこれを小型化・簡素化できる画期的な素材である。
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も特許の取得による保護のイメージすらできない状況

だったという。

そこで同社は、従来から支援を受けてきた北海道経産

局特許室に相談したことをきっかけに、海外知的財産プ

ロデューサーを紹介され支援を受けることになった。

支援を機に海外ビジネスを見据え特許出願

知財活動の時間軸整理や特許マップの作成

工業材料



■ビジネス展開と知財活動を時間軸で整理

同社は、担当プロデューサーのアドバイスのもと、海

外へのビジネス展開に向けて、知財面を中心に、いつま

でに何をすべきかを時間軸で整理したタイムスケジュー

ルを作成した。このタイムスケジュールを作成したこと

により、海外ビジネスとの関連性を意識しつつ、知財面

での課題や行うべき作業内容、特許取得スケジュール等

同社の電子回路保護用樹脂「S331」
水漏れを防ぐため電子基板そのものを樹脂に詰めている

今後の
事業展開

知財担当がいない中堅・中小企業、ましてや経験の少ない海外ビジネスともなると、どうしても知財対策が後回しに

なってしまう傾向にあるが、今回の支援は海外知財の意識を高めてもらう一つの良いきっかけになれたのではないかと

思う。また、出願あるいは取得した特許も、ビジネスに繋がらなければ意味が無くなってしまう。是非とも今回のビジ

ネスを軌道に乗せ、成功してほしいし、そのために知財が上手く寄与すべくマッチングを図っていって欲しい。（海外

知的財産プロデューサー 川島泰介）

支援を振り返って

先日、S331が新聞記事に掲載された際は、記事を見た顧客から複数問合せが来るなど非常

に反響は高い。現在はサンプル販売という形態で販売展開している状況であるが、今後は特許

出願を積極的にPRしていくことで、さらなるリピートオーダーの獲得や、新規用途開拓に繋

げていきたい。

また、担当プロデューサーのアドバイスのもと、今後は社内に知財担当を設けるなどの体制

整備や、あるいは今回開発した製品のネーミングの検討やその商標登録なども進め、知財活動

の充実を図って行く考えである。（同社 小野監査役、鉄村研究員、毛内研究員）

製品の素材であり、かつ海外も見据えての挑戦というこ

ともあって、特許取得にあたっての課題や、あるいは実

際に行うべき作業が何なのか、何から手を付けて良いの

か全く分からず停滞していたという。

このような状況を踏まえ、同社への支援は描いている

S331のビジネス展開と特許取得の関係についてのアド

バイスから始まった。「海外の知財環境やそこでどの様

なビジネス展開を想定しているかを念頭に置き、どうい

う権利をとっておくべきか、ということを考える必要が

ある」と担当プロデューサーが語る通り、同社はどのよ

うな目的で、どのような内容を、どのような方法で特許

取得を図るべきか、どういう視点で出願国を選定するの

かといった観点で担当プロデューサーからアドバイスを

受けている。

また、代理人弁護士や弁理士など社外も含めた体制作

りが重要である。担当プロデューサーと北海道経産局特

許室によるアドバイスのもと、「自社にとってどのよう

な代理人が必要か」を社内で整理・検討し、化学分野に

強い弁理士を見つけ国際特許出願を目指すこととなった。

が明確になり、同社は「特許取得へのモチベ－ションが

一気に高まった（同社小野監査役）」という。

このタイムスケジュールに基づき、同社はまずは日本

での特許出願の具現化へ向けて動くとともに、北海道経

産局特許室から特許庁の支援メニューの案内を受け、こ

れを利用して先行技術調査にも取り組んだ。

なお、S331に関しては、先ずは国内での知財体制を

整備した上で、海外展開していく予定とのことだが、

S331に関する特許出願の具体的検討にあたっては、担

当プロデューサーによるアドバイスのもと、特許マップ

の作成にも初めてトライした。「今後もこれらタイムス

ケジュールおよび特許マップを活用してもらうとともに

更に充実させ、是非海外ビジネスを成功させて欲しい」

と担当プロデューサーはその思いを語っている。
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